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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　枠体内に上障子と、バランサーにより吊り下げられた下障子を納めてなり、該上障子と
下障子はそれぞれ框体内にパネル体を納めてなり、前記下障子は閉鎖時の状態で前記上障
子の下方に配置される開口部装置において、
　前記枠体を構成する下枠は、前記下障子の下面と対向する内周面を有し、前記下枠の内
周面と前記下障子の下面のうち一方には凹部が形成され、前記下枠の内周面と前記下障子
の下面のうち他方には前記凹部と対向する突部が形成され、
　前記下枠と下障子のうち、凹部と突部の部分は金属で形成され、
　前記下障子は、火災時にのみ前記凹部及び前記突部が嵌合することを特徴とする開口部
装置。
【請求項２】
　前記凹部は前記下障子の下面に形成され、前記突部は前記下枠の内周面に形成されるこ
とを特徴とする請求項１記載の開口部装置。
【請求項３】
　前記下障子は閉鎖時の状態で前記上障子と同一平面内に配置されることを特徴とする請
求項１または２記載の開口部装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、枠体内に上障子と下障子を納め、少なくとも下障子を上下に開閉自在とした
開口部装置に関し、特に火災時に下障子の見込方向位置を維持して障子が枠体から脱落し
ないようにした開口部装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建物開口部に設けられる枠体内に上障子と下障子を納め、少なくとも下障子を上下に開
閉自在とした上げ下げ窓が、開口部装置の一種として知られている。上げ下げ窓としては
、上障子と下障子の見込方向位置が異なるものがあり、この場合には、下障子の開閉状態
にかかわらず、常に上障子と下障子の見込方向位置がずれた状態にあることになる。
【０００３】
　これに対し、下障子が閉じた状態において、上障子と面一状になるように構成した上げ
下げ窓が知られている。この場合、下障子を開く際には、まず下障子の下辺側を中心に上
辺側を室内側に倒し、その状態から下障子を上方に引き上げることで、下障子が上障子の
室内側に案内され、下障子を上方に開くことができるように構成される。このような上げ
下げ窓としては、例えば特許文献１に挙げるようなものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－１８９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上障子と下障子の見込方向位置が異なる上げ下げ窓と、上障子と下障子が面一状となる
上げ下げ窓のどちらにおいても、縦枠の内周面にはガイド溝が設けられ、下障子の両側部
には支持部材が設けられて、下障子は支持部材を介して吊られた状態となると共に、支持
部材がガイド溝に嵌合することにより、下障子の見込方向の規制がなされる。支持部材は
、摺動性を良好にするため、主に樹脂材によって形成されている。
【０００６】
　火災が発生して上げ下げ窓が高温に晒された場合、樹脂材からなる支持部材は溶融する
ため、下障子の見込方向の規制が十分になされなくなって、枠体と障子の間に隙間を生じ
る可能性がある。このため、これを防止する必要があった。
【０００７】
　本発明は前記課題を鑑みてなされたものであり、火災発生時にも下障子と枠体の間に隙
間を生じないように、下障子の見込方向の規制を維持できる開口部装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するため、請求項１の発明に係る開口部装置は、枠体内に上障子と、バ
ランサーにより吊り下げられた下障子を納めてなり、該上障子と下障子はそれぞれ框体内
にパネル体を納めてなり、前記下障子は閉鎖時の状態で前記上障子の下方に配置される開
口部装置において、
　前記枠体を構成する下枠は、前記下障子の下面と対向する内周面を有し、前記下枠の内
周面と前記下障子の下面のうち一方には凹部が形成され、前記下枠の内周面と前記下障子
の下面のうち他方には前記凹部と対向する突部が形成され、
　前記下枠と下障子のうち、凹部と突部の部分は金属で形成され、
　前記下障子は、火災時にのみ前記凹部及び前記突部が嵌合することを特徴として構成さ
れている。
【０００９】
　請求項１に係る発明によれば、火災時には框体を構成する框材に熱伸びが生じることで
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、下障子と下枠とが接近して凹部と突部が嵌合し、下障子が見込方向に移動しないよう規
制することができる。
【００１０】
　また、請求項２の発明に係る開口部装置は、前記凹部は前記下障子の下面に形成され、
前記突部は前記下枠の内周面に形成されることを特徴として構成されている。
【００１１】
　請求項２に係る発明によれば、下障子を縦枠に支持する支持部材を固定するための係止
部と凹部とを共用でき、構造を簡易化することができる。
【００１２】
　さらに、請求項３の発明に係る開口部装置は、前記下障子は閉鎖時の状態で前記上障子
と同一平面内に配置されることを特徴として構成されている。
【００１３】
　請求項３に係る発明によれば、下障子は開閉に伴い見込方向に移動するので、火災時に
拘束状態が失われると見込方向に移動しやすいところ、凹部と突部により移動を規制して
枠体と框体の間に隙間を生じないようにすることができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る開口部装置によれば、火災時にも下障子の見込方向の規制を維持すること
ができ、枠体と框体の間に隙間を生じないようにして防火性能を高くすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本実施形態の開口部装置の室内側から見た正面図である。
【図２】図１の開口部装置を構成する枠体を分解して概略的に表した正面図である。
【図３】開口部装置の縦断面図である。
【図４】開口部装置の横断面図である。
【図５】ガイド部品の正面図及び室外側から見た側面図である。
【図６】ガイド部品を取付けた縦枠の内周側から見た側面図である。
【図７】開口部装置下部の拡大縦断面図である。
【図８】火災発生時の状態における開口部装置下部の拡大縦断面図である。
【図９】火災発生時の状態における縦枠付近拡大横断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の実施形態について図面に沿って詳細に説明する。図１には本実施形態の開口部
装置の室内側から見た正面図を、図２には図１の開口部装置を構成する枠体を分解して概
略的に表した正面図を、それぞれ示している。本実施形態の開口部装置は、建物開口部に
取付けられる枠体１内に上障子２と下障子３とを納め、下障子３を上下に開閉自在な上げ
下げ窓として構成されている。上障子２は、枠体１に対して開閉不能な嵌め殺し状となっ
ている。
【００１７】
　枠体１は、上枠１０と下枠１１及び左右の縦枠１２，１２を方形状に枠組みして構成さ
れている。上障子２と下障子３は、それぞれ上框２０と下框２１及び左右の縦框２２，２
２を方形状に框組みしてなる框体４内に、複層ガラス板からなるパネル体５を納めて構成
されている。下障子３を構成する上框２０には、下障子３の開閉を手で持って行うための
引き手部２０ａが設けられている。また、引き手部２０ａの左右両端部には、下障子３を
枠体１に対してロックするための錠装置２６，２６が設けられている。
【００１８】
　図２に示すように、縦枠１２内にはバランサー２３が設けられ、下障子３の下端両端部
にはそれぞれ支持部材２５が設けられ、両者はワイヤー２４で連結されている。すなわち
、下障子３はバランサー２３によって吊られた状態となっている。バランサー２３は、通
常の上げ下げ窓に用いられているものと同様のものであり、例えば渦巻きばねが内設され
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ていて、下障子３の質量と平衡を保ち、下障子３を小さい力で上下動させることを可能と
すると共に、任意の位置で停止させることができるように構成されている。
【００１９】
　図３には開口部装置の縦断面図を、図４には開口部装置の横断面図を、それぞれ示して
いる。図４は、図中右側は上障子２が配置された部分の断面図で、図中左側は下障子３が
配置された部分の断面図である。枠体１を構成する上枠１０は、金属上枠１０ａの室内側
露出部分が樹脂上枠１０ｂで覆われている。上枠１０には、上障子２の上端部分を納める
凹状部１０ｃが形成されており、この凹状部１０ｃの室外側壁は、上障子２を構成する上
框２０の室外側面と対向する室外対向面部１０ｄによって構成されている。室外対向面部
１０ｄの見付方向内側端部位置は、上框２０の見付方向内側端部位置と略同じ位置となっ
ており、上障子２の上框２０は、上枠１０の室外対向面部１０ｄにより、室外側から見て
隠された状態となっている。
【００２０】
　上枠１０の室外対向面部１０ｄは、室内側に面する側の見付方向内側端部に気密材１０
ｅを長手方向に沿って保持している。気密材１０ｅは、上障子２を構成する上框２０の室
外側面に対し当接し、上障子２の上辺における気密性を確保する。室外対向面部１０ｄに
は、気密材１０ｅより見付方向外側位置に、長手方向に沿って加熱発泡材１０ｆが配置さ
れている。この加熱発泡材１０ｆは、上障子２の上框２０と対向している。また、上枠１
０の凹状部１０ｃには、底壁及び室内側壁にも、それぞれ加熱発泡材１０ｋが配置される
。
【００２１】
　上枠１０は、凹状部１０ｃよりも室内側に、樹脂上枠１０ｂによって形成される平面状
の室内内周部１０ｇを有している。室内内周部１０ｇの見付方向位置は、上障子２の上框
２０の見付方向内側端部位置と略同位置となっており、上障子２の上框２０は、上枠１０
の室内内周部１０ｇにより、室内側から見て隠された状態となっている。上枠１０の室内
内周部１０ｇの室内端部には、室内側に向かって延出されたアングル部１３が形成されて
いる。
【００２２】
　枠体１を構成する下枠１１は、金属下枠１１ａの室内側露出部分が樹脂下枠１１ｂで覆
われている。下枠１１には、下障子３の下端部分を納める凹状部１１ｃが形成されており
、この凹状部１１ｃの室外側壁は、下障子３を構成する下框２１の室外側面と対向する室
外対向面部１１ｄによって構成されている。室外対向面部１１ｄの見付方向内側端部位置
は、下框２１の見付方向内側端部位置と略同じ位置となっており、下障子３の下框２１は
、下枠１１の室外対向面部１１ｄにより、室外側から見て隠された状態となっている。
【００２３】
　下枠１１の室外対向面部１１ｄは、室内側に面する側の見付方向内側端部に気密材１１
ｅを長手方向に沿って保持している。気密材１１ｅは、下障子３を構成する下框２１の室
外側面に対し当接し、下障子３の下辺における気密性を確保する。室外対向面部１１ｄに
は、気密材１１ｅより見付方向外側位置に、長手方向に沿って加熱発泡材１１ｆが配置さ
れている。この加熱発泡材１１ｆは、下障子３の下框２１と対向している。下枠１１は、
排水のため凹状部１１ｃの下部に中空部１１ｈを有している。
【００２４】
　下枠１１は、凹状部１１ｃよりも室内側に、樹脂下枠１１ｂによって形成される平面状
の室内内周部１１ｇを有している。室内内周部１１ｇの見付方向位置は、下障子３の下框
２１の見付方向内側端部位置と略同位置となっており、下障子３の下框２１は、下枠１１
の室内内周部１１ｇにより、室内側から見て隠された状態となっている。下枠１１の室内
内周部１１ｇの室内端部には、室内側に向かって延出されたアングル部１３が形成されて
いる。
【００２５】
　枠体１を構成する縦枠１２は、金属縦枠１２ａの室内側露出部分が樹脂縦枠１２ｂで覆
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われている。縦枠１２には、下障子３の両端部を上下方向に案内する凹状の縦案内溝１２
ｃが長手方向に沿って形成されている。縦案内溝１２ｃの室内側には、室内側に向かって
延出されたアングル部１３が形成されている。
【００２６】
　縦枠１２の室外端部には、上障子２や下障子３を構成する縦框２３の室外側面と対向す
る室外対向面部１２ｄが形成されている。室外対向面部１２ｄの見付方向内側端部位置は
、縦框２３の見付方向端部位置と略同じ位置となっており、縦框２３は縦枠１２の室外対
向面部１２ｄにより、室外側から見て隠された状態となっている。
【００２７】
　縦枠１２の室外対向面部１２ｄは、室内側に面する側の見付方向内側端部に気密材１２
ｅを長手方向に沿って保持している。気密材１２ｅは、縦框２３の室外側面に対し当接し
、上障子２や下障子３の縦辺における気密性を確保する。室外対向面部１２ｄには、気密
材１２ｅより見付方向外側位置に、長手方向に沿って加熱発泡材１２ｆが配置されている
。この加熱発泡材１２ｆは、上障子２及び下障子３の縦框２３と対向している。縦枠１２
には、縦框２３の外周面と対向する内周面にも、加熱発泡材１２ｋが配置される。
【００２８】
　本実施形態では、下障子３は閉じた状態において上障子２と面一状となるように配置さ
れている。このため、上障子２の下框２１と下障子３の上框２０は、閉鎖状態において互
いに対向する。このうち上障子２の下框２１には、外周面２１ａに加熱発泡材２１ｂが配
置される。
【００２９】
　下障子３が閉じた状態から、下障子３は上辺が室内側に傾倒するように所定角度まで内
倒し自在となっており、さらにその状態から下障子３を上障子２の室内側に導きつつ上下
動させることができる。下障子３をこのように案内するため、縦枠１２の下端部には樹脂
製のガイド部品１４が設けられ、このガイド部品１４に下障子３の下端部に設けられる支
持部材２５を摺動させる。
【００３０】
　図５には、ガイド部品１４の正面図（図５（ａ））及び室外側から見た側面図（図５（
ｂ））を示している。ガイド部品１４は、ブロック状をなすように形成されており、正面
には下障子３の下端部に設けられる支持部材２５を案内可能な溝状に形成された斜め案内
溝１４ａと、この斜め案内溝１４ａと連続する縦案内溝１４ｂとを有している。斜め案内
溝１４ａは、内倒し状となった下障子３を引き上げる際に、下障子３の下端部を上障子２
の室内側位置に案内する。また、縦案内溝１４ｂは、上障子２の室内側位置に案内された
下障子３を、上下方向に案内する。ガイド部品１４の室外側面１４ｃは、傾斜面状に形成
されると共に、加熱発泡材２０ｃが取付けられている。
【００３１】
　図６には、ガイド部品１４を取付けた縦枠１２の内周側から見た側面図を示している。
縦枠１２の室外側には、前述の気密材１２ｅが長手方向に沿って設けられている。気密材
１２ｅの位置が、上障子２及び下障子３の縦辺に対する気密ラインとなっている。また、
縦枠１２の室外対向面部１２ｄに設けられる加熱発泡材１２ｆは、縦枠１２の長手方向に
おいて気密材１２ｅと同じ範囲に設けられている。
【００３２】
　縦枠１２の内周面には、上下方向中間位置にロック受け部品１２ｈが設けられている。
ロック受け部品１２ｈは、下障子３の上框２０に設けられる錠装置２６と連係し、錠装置
２６が有する係止部を係合させることにより、下障子３が開かないようにロックすること
ができる。縦枠１２の内周面に設けられる加熱発泡材１２ｋは、ロック受け部品１２ｈの
上下にそれぞれ長手方向に沿うように配置される。
【００３３】
　縦枠１２の内周面に形成された縦案内溝１２ｃは、下端部においてガイド部品１４の縦
案内溝１４ｂと連続する。これにより、下障子３の支持部材２５は上下方向に連続的に案
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内される。縦枠１２の縦案内溝１２ｃには、上下方向中間位置にストッパー１２ｇが設け
られている。ストッパー１２ｇは、下障子３が上端位置まで達したときに支持部材２５が
当接するように配置されており、下障子３の移動範囲を規制することができる。
【００３４】
　図７には、開口部装置下部の拡大縦断面図を示している。下枠１１の内周面１１ｉのう
ち、凹状部１１ｃを構成する底壁には、フィン状に突出した突部３２が形成されている。
また、下障子３の下框２１下面には、突部３２と対向するように凹部３１が形成されてい
る。凹部３１は、下障子３の両端部に設けられる支持部材２５を保持固定する機能も有し
ている。これら凹部３１及び突部３２によって、嵌合自在な嵌合構造３０が構成されてい
る。
【００３５】
　嵌合構造３０は、通常時においては嵌合していない状態となっているが、火災が発生し
た場合には互いに嵌合することができるように配置されている。図８には、火災発生時の
状態における開口部装置下部の拡大縦断面図を示している。火災が発生して開口部装置が
高温に晒されると、框体４を構成する各框材には、熱伸び及び反りを生じる。
【００３６】
　下障子３の框体４にあっては、室外側から熱を受けた場合に、縦框２３の熱伸びによっ
て下框２１は下枠１１の内周面１１ｉ側に移動し、下框２１は長手方向中央部が室外側に
向かって凸状となるように反りを生じる。また、下障子３を支持するバランサー２３には
、樹脂部品が用いられているため、火災時にはその樹脂部品が溶融し、バランサー２３に
よる下障子３の支持状態を維持できないことがある。その場合、下障子３は枠体１内で落
下するため、いずれにしても下框２１は下枠１１の内周面１１ｉ側に移動することになる
。さらには、樹脂製の支持部材２５が失われることにより、下障子３の下辺において支持
部材２５による見込方向の規制も失われる。これらによって、下障子３の下框２１は、火
災時には下方及び室外側に移動しようとすることになる。
【００３７】
　図８に示すように、下障子３の下框２１が下方に移動することで、嵌合構造３０を構成
する凹部３１が突部３２に嵌合し、下框２１がそれ以上室外側に移動しないように規制す
ることができる。これによって、下障子３の見込方向位置を維持すると共に、下框２１の
反りを防止することができ、下障子３と枠体１との間に隙間を生じないようにして、熱や
炎が室内外に貫通することを防止することができる。
【００３８】
　また、火災時には、枠体１や上障子２、下障子３に設けられた加熱発泡材が発泡して体
積が膨張し、これによって枠体１と上障子２や下障子３との間の隙間及び上障子２と下障
子３の間の隙間を塞ぐと共に、樹脂部品を室内側に寄せるようにして、樹脂部品への着火
を防止することができる。
【００３９】
　上障子２と下障子３は、閉鎖状態で同一面内に配置されるように構成されているので、
框材に熱伸びが生じた場合、各框材は、枠体１の内周面に向かって近づく、あるいは上下
に対向する框体４との距離が小さくなるように移動することになる。このため、上障子２
と下障子３とが閉鎖状態において見込方向位置の異なる通常の上げ下げ窓に比べて、框材
の熱伸びは、框体４と枠体１との隙間が小さくなるように作用する。しかし、框材には熱
伸びだけでなく、反りなどの変形も発生するので、それだけでは隙間の発生を完全に抑え
ることは困難である。
【００４０】
　これに対し本実施形態では、前述のように、枠体１の室外対向面部１０ｄ，１１ｄ，１
２ｄ，１３ｄには、気密材１０ｅ，１１ｅ，１２ｅ，１３ｅが設けられ、これらよりも見
付方向外側位置に加熱発泡材１０ｆ，１１ｆ，１２ｆ，１３ｆが配置されている。つまり
、上障子２や下障子３に対してはこれらの室外側に気密ラインがあって、気密ラインより
も室内側の領域に向かって加熱発泡材が配置されていることになる。
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【００４１】
　室外側から高温に晒された場合、上障子２や下障子３を構成する框材は室外側に移動す
るように変形するので、気密ラインが上障子２及び下障子３の室外側にあることで、枠体
１との間に隙間が生じにくいようにすることができる。気密ラインが確保できず、枠体１
との間に隙間が生じたとしても、それより室内側の領域に向かって室外対向面部１０ｄ，
１１ｄ，１２ｄ，１３ｄに設けられた加熱発泡材１０ｆ，１１ｆ，１２ｆ，１３ｆが発泡
していることで、隙間を生じさせないようにすることができる。
【００４２】
　また、上枠１０の内周面に設けられている加熱発泡材１０ｋや、縦枠１２の内周面に設
けられている加熱発泡材１２ｋによって、より確実に上障子２や下障子３と枠体１との間
の隙間を塞ぐことができる。
【００４３】
　上障子２と下障子３の間については、上障子２を構成する下框２１の外周面部２１ａに
加熱発泡材２１ｂが設けられていることにより、火災時には加熱発泡材２１ｂが下障子３
の上框２０上面に向かって発泡し、上障子２と下障子３の間の隙間を塞ぐことができる。
なお、本実施形態では上障子２の下框２１に加熱発泡材２１ｂを配置したが、下障子３の
上框２０のうち、上障子２の下框２１と対向する外周面部に加熱発泡材を配置するように
してもよい。
【００４４】
　図７に示すように、下枠１１の室外対向面部１１ｄに設けられた加熱発泡材１１ｆは、
下障子３に設けられる支持部材２５と対向している。樹脂材からなる支持部材２５は、火
災時には軟化して框体４から脱落する。支持部材２５の位置は室外側に近いので、そのま
まの位置にあると発火する可能性もある。また、樹脂下枠１１ｂも軟化しそのままでは室
外側の部分が発火する可能性がある。
【００４５】
　これに対し、図８に示すように、火災発生時には、下枠１１の加熱発泡材１１ｆが、室
外対向面部１１ｄから室内側に向かって大きく体積を膨張させるため、支持部材２５と樹
脂下枠１１ｂは室内側に押し出されることになる。図８では、室内側に押し出された支持
部材２５と樹脂下枠１１ｂによる樹脂材４０を模式的に表している。
【００４６】
　下枠１１は、下障子３の下框２１を隠すように室内側が高くなった構造を有しているの
で、加熱発泡材１１ｆによって室内側に押し出された樹脂材４０は、金属下枠１１ａの室
内端部付近に位置し、室内外からの熱を受けにくいようにすることができて、発火を防止
することができる。
【００４７】
　また、樹脂材からなるガイド部品１４は、縦枠１２の室外対向面部１２ｄに設けられる
加熱発泡材１２ｆと対向すると共に、その室外側面１４ｃにも加熱発泡材１４ｄが設けら
れているので、火災発生時には加熱発泡材１２ｆ，１４ｄが互いに発泡して押し合うこと
により、ガイド部品１４は室内側に押し出されることとなる。
【００４８】
　図９には、火災発生時の状態における縦枠１２付近拡大横断面図を示している。縦枠１
２においては、室外対向面部１２ｄの加熱発泡材１２ｆと、内周面の加熱発泡材１２ｋと
が発泡して膨張し、ガイド部品１４の加熱発泡材１４ｄも発泡して膨張することにより、
ガイド部品１４及び樹脂縦枠１２ｂは、共に縦枠１２の室内側に押し出される。図９では
、室内側に押し出されたガイド部品１４と樹脂縦枠１２ｂによる樹脂材４１を模式的に表
している
【００４９】
　縦枠１２には、室内側に縦案内溝１２ｃが形成されているので、室内側に押し出された
樹脂材４１は、金属縦枠１２ａの室内端部付近に位置し、室内外からの熱を受けにくいよ
うにすることができて、発火を防止することができる。このように、上げ下げ窓に用いら
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れる主な樹脂部品は、対向する加熱発泡材によって室内側に押し出される。
【００５０】
　これまで、本発明の実施形態について説明したが、本発明の適用は本実施形態には限ら
れず、その技術的思想の範囲内において様々に適用されうるものである。本実施形態では
、下障子３が閉鎖時の状態で上障子２と面一状となる上げ下げ窓について、本発明を適用
したが、下障子３が閉鎖前後で常に上障子２の室内側に配置された通常の上げ下げ窓にお
いても、同様に本発明を適用することができる。また、嵌合構造３０において、凹部３１
と突部３２の配置関係を逆にしてもよく、凹部３１を下枠１１の内周面に、突部３２を下
障子３の下面に、それぞれ設けるようにしてもよい。
【符号の説明】
【００５１】
　　１　　枠体
　　２　　上障子
　　３　　下障子
　　４　　框体
　　５　　パネル体
　１０　　上枠
　１０ａ　金属上枠
　１０ｂ　樹脂上枠
　１０ｃ　凹状部
　１０ｄ　室外対向面部
　１０ｅ　気密材
　１０ｆ　加熱発泡材
　１１　　下枠
　１１ａ　金属下枠
　１１ｂ　樹脂下枠
　１１ｃ　凹状部
　１１ｄ　室外対向面部
　１１ｅ　気密材
　１１ｆ　加熱発泡材
　１２　　縦枠
　１２ａ　金属縦枠
　１２ｂ　樹脂縦枠
　１２ｃ　縦案内溝
　１２ｄ　室外対向面部
　１２ｅ　気密材
　１２ｆ　加熱発泡材
　１４　　ガイド部品
　１４ａ　斜め案内溝
　１４ｂ　縦案内溝
　１４ｃ　室外側面
　１４ｄ　加熱発泡材
　２０　　上框
　２０ｂ　外周面部
　２０ｃ　加熱発泡材
　２１　　下框
　２１ａ　外周面部
　２１ｂ　加熱発泡材
　２２　　縦框
　２３　　バランサー
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　２４　　ワイヤー
　２５　　支持部材
　２６　　錠装置
　３０　　嵌合構造
　３１　　凹部
　３２　　突部

【図１】 【図２】
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